
第２７回瑞穂町行政評価委員会 次第 

 

日時 令和７年５月２日（金） 午前１０時 

場所 会議室２－１、２－２ 

 

 

１ 開会 

 

 

２ 町長挨拶 

 

 

３ 委嘱状交付 

 

 

４ 議題 

(1)正副委員長の互選 

 

 

 

(2)分科会の所属について 

 

 

 

（３）その他 

 

 

 

配布資料 

資料１ 行政評価委員会委員一覧 

資料２ 瑞穂町行政評価委員会条例 

資料３ 瑞穂町行政評価委員会条例施行規則 

資料４ 行政評価委員 年間スケジュール（案） 

資料５ 第５次瑞穂町長期総合計画後期基本計画策定に係る住民意識調査報告書 

資料６ 第５次瑞穂町長期総合計画後期基本計画策定に係る基礎調査報告書 



資料１

№ 氏　名

1 池田
いけだ

　和生
かずお

2 石川
いしかわ

　任
つとむ

3 上坂
かみさか

　暢
のぶ

幸
ゆき

4 木村
きむら

　幸子
ゆきこ

5 関谷
せきや

　桂子
けいこ

6 中村
なかむら

　博隆
ひろたか

7 根岸
ねぎし

　精一
せいいち

8 橋爪
はしづめ

　直人
なおと

9 𠮷川
よしかわ

　真人
まさと

　企画部企画政策課企画推進係 若菜
わかな

　貴大
たかひろ

　事務局　直通電話 042(557)7468　FAX 042(556)3401
       　 メールアドレス kikaku@town.mizuho.tokyo.jp

　企画部長 小作
おざく

　正人
まさひと

　企画部企画政策課企画推進係長 渡辺
わたなべ

　浩
ひろ

志
し

　企画部企画政策課企画推進係 山下
やました

　玲奈
れな

行政評価委員会委員一覧　（五十音順、敬称略）

備　考

　企画部企画政策課長 町田
まちだ

　陽生
はるき
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○瑞穂町行政評価委員会条例  

平成２０年９月１７日  

条例第３０号  

（設置）  

第１条  瑞穂町における行政評価の客観性を維持し、長期総合計画

の実効性の確保及び効率的な行政の推進に資するとともに、町が

行う施策について住民に説明する責務が全うされるよう瑞穂町行

政評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。  

（所掌事項）  

第２条  委員会は、町長の諮問に応じ、行政評価に関する基本的な

事項を調査し、及び審議する。  

２  委員会は、町長から定期的に行政評価の実施状況について報告

を受け、町長に助言及び提言を行う。  

３  委員会は、行政改革及び補助金等の適正化に必要な事項につい

て調査し、町長に助言することができる。  

（組織）  

第３条  委員会は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する委員

１２人以内をもって組織する。  

（１）識見を有する者  ９人以内  

（２）公募による住民  ３人以内  

２  町長は、専門事項を調査し、及び審議するため必要があるとき

は、前項の規定による委員のほか、専門委員を委嘱することがで

きる。  

（任期）  

第４条  委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。  

２  委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。  

３  専門委員の任期は、町長が指定した事項の調査及び審議が終了

するまでの間とする。  

（委員長及び副委員長）  

第５条  委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定  
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める。  

２  委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。  

３  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は

欠けたときは、その職務を代理する。  

（会議）  

第６条  委員会は、委員長が招集し、議長となる。  

２  委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことが

できない。  

３  委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、

委員長の決するところによる。  

４  委員会は、公開するものとする。  

（関係者の出席）  

第７条  委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会

議に出席させて意見を聴き、又は資料の提出を求めることができ

る。  

（分科会）  

第８条  委員会に必要に応じて分科会を置き、分野ごとの調査及び

検討を付託することができる。  

（庶務）  

第９条  委員会の庶務は、企画部において処理する。  

（平成２３条例４・一部改正）  

（委任）  

第１０条  この条例の施行について必要な事項は、町長が別に定め

る。  

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、平成２０年１０月１日から施行する。  

（瑞穂町行政改革推進委員会設置条例の廃止）  

２  瑞穂町行政改革推進委員会設置条例（平成９年条例第１５号）

は、廃止する。  

（瑞穂町非常勤特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の



一部改正）  
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３  瑞穂町非常勤特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和４１年条例第１０号）の一部を次のように改正する。  

〔次のよう〕略  

附  則（平成２３年３月１４日条例第４号）抄  

（施行期日）  

１  この条例は、平成２３年４月１日から施行する。  
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○瑞穂町行政評価委員会条例施行規則  

平成２０年１２月２５日  

規則第３８号  

（趣旨）  

第１条  この規則は、瑞穂町行政評価委員会条例（平成２０年条例

第３０号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を

定めるものとする。  

（分科会の設置）  

第２条  条例第８条の規定により次に掲げる分科会を置く。  

（１）行政改革推進分科会  

（２）補助金等審査分科会  

（分科会の所掌事項）  

第３条  行政改革推進分科会は、瑞穂町行政評価委員会（以下「委

員会」という。）の付託を受けて、行政改革の推進について必要

な調査又は検討を行う。  

２  補助金等審査分科会は、委員会の付託を受けて、町が交付する

補助金等の適正化について必要な調査又は検討を行う。  

（分科会の委員）  

第４条  委員会の委員は、少なくとも１つの分科会の委員となるも

のとする。  

２  分科会に分科会長及び副分科会長を置き、その分科会に属する

委員の互選によりこれを定める。  

３  分科会長は、会務を総理し、分科会を代表する。  

４  副分科会長は、会長を補佐し、分科会長に事故があるとき、又

は分科会長が欠けたときは、その職務を代理する。  

（部長の補助金等審査分科会への出席）  

第５条  補助金等審査分科会は、円滑な審査に資するため、条例第

７条の規定により、部長（瑞穂町組織規則（平成２０年規則第９

号）第４条に規定する部長及び瑞穂町教育委員会事務局処務規則

（平成２５年教育委員会規則第２号）第３条第１項に規定する部

長をいう。以下「部長」という。）の出席を求めるものとする。  
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２  部長は、分科会が調査し、又は検討する事案について意見を述

べることができる。  

（平成２５規則２０・一部改正）  

（分科会の会議）  

第６条  分科会の会議は、分科会長が招集する。  

２  分科会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、その会議を

開くことができない。  

３  分科会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の

ときは、分科会長の決するところによる。  

４  補助金等審査分科会の会議において、部長は前項の議決に加わ

ることができない。  

５  分科会は、公開するものとする。ただし、個人情報の保護のた

めに分科会長が必要と認めるときは、これを非公開とすることが

できる。  

（関係者の出席）  

第７条  分科会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会

議に出席させて意見を聴き、又は資料の提出を求めることができ

る。  

（庶務）  

第８条  分科会の庶務は、企画部企画政策課において処理する。  

（平成２３規則５・令和４規則９・一部改正）  

附  則  

この規則は、平成２０年１２月２６日から施行する。  

附  則（平成２３年３月３１日規則第５号）  

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。  

附  則（平成２５年１１月２９日規則第２０号）抄  

（施行期日）  

１  この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（令和４年３月３１日規則第９号）  

この規則は、令和４年４月１日から施行する。  
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令和７年度行政評価委員 年間スケジュール（案） 
 

 

 

・行政評価委員会 
月 内  容 

７月中旬から 8月上旬 

（２日間） 
行政評価委員会（外部評価） 

 

 

・行政改革推進分科会 
月 内  容 

5月中旬から下旬 行政改革推進分科会 

 

 

 

・補助金等審査分科会 
月 内  容 

１１月 補助金等審査分科会 

２月 補助金等審査分科会 

 

 



 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
  


